
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

平成 ２２年 ６月 １日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究種目：基盤研究（B） 

研究期間：2007 ～2009 

課題番号：１９３００２５８ 

研究課題名（和文） 小学校教員養成教育課程における理科実験の全員必修化－その定着と効

果の実践的検証－ 

 

研究課題名（英文） Verification of effect on the science experiment as a compulsory 

subject in the elementary-school teacher-training curriculum 

 

研究代表者 

 川村 寿郎（KAWAMURA TOSHIO） 

 宮城教育大学・教育学部・教授 

 研究者番号：６０１８６１４５ 

 
研究成果の概要（和文）：2008 年度より宮城教育大学では、小学校教員免許法「教科に関する

科目」の理科については、免許取得希望者全員に対して講義科目から実験科目で必修に変更し

た。この変更の前後３ヵ年にわたる授業内容の改善や受講学生の意識・意欲の変化について継

続的に調査して検証した。大学の小学校教員養成教育課程の中で、理科の学習指導力や資質の

向上を図る上で、理科実験の経常的な実施は効果があり、その必要性が確認された。 
 
研究成果の概要（英文）：The lecture-style class has been changed into the compulsory 
experiment style-class as the Science subject of Education Personnel Certification Act 
at Miyagi University of Education in 2008.  We have investigated changes of awareness 
and will of students and verified an improvement in the experiment contents.  Continuous 
enforcement of the science experiment class in the teacher-training university curriculum 
is effective to maintain the science teaching level. 
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１．研究開始当初の背景 
 児童の「理科離れ」がなかなか改善しない
大きな原因として、小学校教員全般の理科の
指導力低下がある。これは、小学校教員に理

科の教科担任制を導入すれば解決されるも
のではなく、基本的には教員各人が理科の指
導力量を備えることが要求されているとみ
るべきであろう。近年の現象として、理科が

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S24/S24HO147.html


好きでなかった児童・生徒が、中学・高校で
の理科科目の学習事項について、実験・実習
などの実体験がなく興味関心が希薄なまま、
さらには、大学受験のための偏った科目だけ
の学習（特に文系）のまま大学に入学する。
そうした入学時点で基礎的素養・知識が欠落
した状態の学生が、大学の教員養成教育課程
（カリキュラム）では理科を敬遠して履修し
ないまま小学校教員となり、理科を教える教
壇に立つ。すなわち、理科の学習内容の基盤
をなす自然科学の原理・現象・背景を知るこ
となく、ごく浅くかつごく限られた知識と素
養で、熱意も乏しいままに学校現場で児童に
接することになる。理科の本質的な内容を教
師自身が理解していないために、児童にそれ
を適切に学習指導できない。こうした状況が
続く限り、児童・生徒の理科に対する興味や
関心は一向に深められず、むしろさらに「理
科離れ」を引き起こしていくことになるだろ
う。 
 こうした悪循環を絶つためには、大学での
小学校教員養成教育課程において、全ての学
生に対し、まず理科の基礎的・本質的内容を
確実に習得させることが必要であろう。特に、
理科では不可欠な実験を通じて体験的に学
習内容を理解させることにより、教師として
の具体的な指導力量を高めておくことが強
く望まれる。 
 
 
２．研究の目的 
 全国の大学の小学校教員養成学部・課程・
コースでは、小学校教員免許取得に関わる教
育課程の中で、小学校教員免許法「教科に関
する科目」の中の「理科」について、様々な
取り組みがなされてきた。しかし、2002 年施
行の学習指導要領の下で小学校～高等学校
の学修歴をもって 2007 年以後に大学に入学
した学生（いわゆる「ゆとり教育」の学生）
では、とりわけ理科の学力低下や偏向の傾向
が見られる。一方で、2011 年から導入される
学習指導要領では、大幅に増加する理科の学
習内容に対して、教員が一段と理解や経験を
ふまえた指導力が要求されることになる。教
員養成教育課程の中でいかに学生に理科の
資質・力量を備えさせるかが喫緊の課題とさ
れている。 
 宮城教育大学では 2007 年度に課程再編を
行い、教育課程を大幅に見直すこととなった。
その中で小学校教員養成の教育課程では、教
科専門科目の充実を図ることとした。理科の
授業科目は、座学中心の「講義」ではなく、
観察・計測などを中心とした「実験」の授業
形態（半年２単位・週 2コマ）にして時間を
倍増するとともに、全学生に必修科目として
課す。こうした例は、全国の小学校教員免許
取得の教職課程をもつ学部・学科では、理科

（または理学・工学など）専攻学生を除けば、
ほとんどみられない。 
 本研究では、小学校教員免許取得に関わる
教育課程において、上記のように、理科実験
を全員に必修科目とする場合、いかに定着を
図りかつ効果をもたらすかを実践的に検証
する。2007 年度の宮城教育大学の教育課程の
変更に合わせ、3 カ年度にわたって、導入・
実践・発展と段階的に研究を進めて、現在の
小学校教員養成教育課程の教科専門科目「理
科」のもつ問題や課題を解決して、今後のあ
り方に対する方向性を示す。 
 
 
３．研究の方法 
 2007 年度の宮城教育大学の教育課程の変
更に合わせ、2007～2009 年の 3年間で段階的
に以下の研究を進める。 
 
(1) 小学校理科の教科内容を吟味し、その中
から、大学の教員養成教育課程の中で習得す
べき本質的内容を精選する。その上で、観
察・観測・測定・計算・データ整理などの体
験的内容として編集加工し、実験としての指
導体制や方法を確立する。 
 
(2) 小学校教員免許取得を希望する全学生
について、高等学校までの理科の学修歴、理
科の学習内容の理解や習得意欲、実験授業へ
の取組と実際の習得の意識に関するアンケ
ート調査を３ヵ年継続して行い、学修歴や授
業形態の変化や効果を客観的に把握する。そ
の上で、補充すべき内容を精選するとともに、
理解が深まる指導法を確立する。 
 
(3) 全国の大学の教員養成課程・コース等の
教育課程における小学校教員免許法の「理
科」科目の開講状況に関して、ホームページ
公開のシラバスからの情報収集や実地聞き
取り調査を行い、その現状を明らかにする。 
 
(4) 学生が実験を通して理解・習得した内容
について、履修後に教材づくり・教材開発へ
と展開する指導法やカリキュラムを企画し
確立する。 
 
 
４．研究成果 
(1) 2007 年に教育課程の実施計画（シラバ
ス・時間割・担当者など）を立て、2008 年度
以降、小学校教員免許取得にあたっては、免
許法「教科に関する科目」の「理科」を実験
形態（週 2コマ・半年 2単位）の授業として
必修科目として出講こととした。2008 年度よ
り、7クラス（1クラスあたり上限 40 名）と
して実施した。 
 



(2) 理科の実験授業内容について、理科４分
野（物理･化学･生物･地学）を包括的に学習
することとして指導体制を整えるとともに、
全員必修化に対応した各分野の指導方法を
検討した。2008 年度から、小学校教員として
の理科の最低習得内容を精選し、さらに 2011
年度からの学習指導要領で導入される学習
内容にも対処できる実験内容に変更した。 
 
(3) 学生の小学校～高等学校までの理科科
目の履習歴と意識、大学での授業の理解と意
欲、教員としての自覚を把握するためのアン
ケート調査を 2007 年から 3 ヵ年継続して行
い、実験形態授業への変更に伴う効果を測定
した。その結果、特に、高等学校までの理科
に対する苦手意識、および高等学校理科の選
択科目によって、授業の理解度と意欲に差が
現れることが確認された。特に理科に対する
苦手意識がある学生は、実験授業に対して肯
定的な評価をする傾向にあるまた、変更前
（2007 年度）と変更後（2008 年度以後）の
学生の授業形態に対する評価に大きな相違
はないが、理科の学修内容に対する意識や理
解度には年次変化が認められ、変更に伴う効
果がある程度上がったと判断される。 
 
(4) 大学授業評価アンケートと上記のアン
ケート調査の結果、および、実際の授業での
レポート内容や実験取組状況に基づいて、
2008 年度後期～2009 年度に、各実験内容の
難易や進行程度の変更を含めた授業改善を
行った。その結果、受講学生の実験作業も一
定化して、実験形態の授業が経常的に実施で
きるようになった。 
 
(5) 授業の中で整備され使用された実験の
材料・器具・手法等について、小学校理科（一
部中学校理科）においても利用可能となるよ
う教材開発を行った。物理現象・植物・動物・
天体・気象・地質などの受講経験を活かして、
将来、教職現場に立った際に自身で導入でき
るような教材を作成した。また、2008 年度よ
り、それらの教材を活かした指導法について、
実践研究授業（「理科教材実践研究」）の中で
実際に企画することを試みた。 
 
(6) 2007 年度の時点で、全国の大学の教員養
成課程・コース等で実施されている小学校教
員免許法取得に関するカリキュラム、および
その中の「理科」科目の授業内容に関する実
態調査を行った。その結果、過半数の課程・
コースにおいて、「教科に関する科目」9教科
の中で理科が選択科目とされて教員免許法
をクリアしていることが明かとなった。理科
の授業内容では、4 割以上で実験を取り入れ
ているものの、その多くは講義形態（週 1コ
マ 15 週）の授業の中で実施されている。 

 
(7) 2009 年理科教育学会シンポジウムⅠ「小
学校教員養成における理科教育の課題と展
望」の中で、大学の小学校教員免許取得カリ
キュラムの課題と改善方法に関して議論し
た。学習指導要領の変更に伴う学生全般の学
力低下、教員養成学部・課程での理科科目の
未履修、現行教員免許法による不十分な履修、
近年の教員の理科指導力低下などが全国的
な規模で浮き彫りとなり、大学入試における
教科・科目の緩和、免許法の緩い取得条件な
どが背景要因に挙げられる。また、大学設置
基準の“大綱化”により、大学全体のカリキ
ュラムとして、教員養成課程学生の理科総学
習時間が減少してきたこともある。そして今
後の改善として、免許法「教科に関する指導
法」や教育実習との連関と内容充実、および、
教員就職後の教育現場での理科学習指導支
援、現職教員全体の理科指導力の改善などが
重要となることが指摘される。 
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